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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第21期

中間連結会計期間
第22期

中間連結会計期間
第21期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 2,538 3,026 5,114

経常利益 （百万円） 354 414 724

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 235 280 680

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 235 280 680

純資産額 （百万円） 2,285 2,822 2,689

総資産額 （百万円） 3,813 4,384 4,237

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 11.51 13.73 33.26

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.92 64.37 63.47

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 388 473 998

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △58 △82 △113

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △285 △233 △413

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 1,111 1,695 1,538

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当社グループは、傘下の事業会社においてマーケティング事業、及びDX事業を運営しております。

 

当中間連結会計期間の売上高は3,026百万円（前年同期比19.2％増）となりました。また、営業利益は413百万

円（前年同期比15.5％増）、経常利益は414百万円（前年同期比16.9％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は

280百万円（前年同期比19.2％増）となりました。

 

事業セグメントごとの経営成績は以下の通りとなります。

 

（マーケティング事業）

マーケティング事業は、株式会社キャリアインデックスおよび株式会社ホワイトキャリアが主体となり、HR領

域と不動産領域において事業を運営しております。

 

HR領域におきましては、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少に加え、時間外労働規制の強化（2024年問題）

や産業構造の変化に伴う労働力不足が継続しております。このような状況下、当社グループでは人材業界・採用

企業に向けてサービスを展開してまいりましたが、前連結会計年度に引き続き求人シェアリング事業（アライア

ンス・マーケティング）が同領域の業績を牽引いたしました。

 

求人シェアリング事業は、持株会社化に伴う当社グループ内の事業シナジーの創出において顕著な結果を上げ

ております。一方で、労働力不足を背景とした採用候補者の集客コストは引き続き上昇傾向におり、集客手法の

多様化を通じたコストの低減が重要な課題となっております。

 

不動産領域では、個人・法人向けにサービスを展開しております。個人向けでは、多様なユーザーニーズを取

り込む一方、賃貸物件探しに付帯する引越し見積りサービスへの連携を図るなど収益基盤の強化を進め、より安

定した収益を確保する構造構築を進めております。法人向けサービスにおいては、オフィス勤務への回帰が進む

中、営業手法の効率化を推進することにより、受注拡大に努めてまいりました。

 

以上の結果、売上高は2,402百万円（前年同期比22.8％増）、セグメント利益は360百万円（前年同期比2.4％

増）となりました。なお、サービス別の売上高の内訳は以下の通りとなります。

 

　転職　　　　　　　1,294百万円

　アルバイト・派遣　　513百万円

　不動産　　　　　　　594百万円
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（DX事業）

DX事業におきましては、法務DXを提供するContractS株式会社の黒字化が継続し、セグメント利益の増大に寄与

したほか、営業支援サービス「Leadle」やオンライン面接システム「BioGraph」といったDX支援サービスにおい

ても底堅い収益を上げることができました。

 

ContractS株式会社では、契約プロセスの最適化とライフサイクル管理を可能とする法務DXサービス

「ContractS CLM」を提供しております。同サービスではエンタープライズ向けの受注が進む一方、付帯する顧客

ニーズを取り込むことにより、今後のさらなる成長が期待できます。

 

株式会社Sales Xでは営業BPOを中心にサービスを展開する中、従来の主要顧客層であったSaaS企業からの受注

に加え、人手不足を背景に営業リソースが不足する顧客群の需要を取り込むことにより受注拡大を目指しており

ます。また、株式会社マージナルでは、オンライン面接システム「BioGraph」を通じた採用DXの推進およびWebシ

ステム・アプリケーションの開発業務を担っております

 

以上の結果、売上高は623百万円（前年同期比7.3％増）、セグメント利益は52百万円（前年同期比860.7%）と

なりました。

 

(2）財政状態に関する説明

（資産の部）

当中間連結会計期間末における総資産残高は4,384百万円となり、前連結会計年度末に比べ146百万円増加しま

した。これは主に、現金及び預金の増加157百万円、ソフトウェアの増加55百万円、前払費用の増加30百万円、

ソフトウェア仮勘定の増加13百万円、顧客関連資産の減少91百万円、のれんの減少42百万円、未収消費税等の減

少35百万円によるものであります。

 

（負債の部）

当中間連結会計期間末における負債の残高は1,561百万円となり、前連結会計年度末に比べ14百万円増加しま

した。これは主に、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）の減少85百万円、未払消費税等の減少12

百万円、未払金の増加98百万円によるものであります。

 

（純資産の部）

当中間連結会計期間末における純資産の残高は2,822百万円となり、前連結会計年度末に比べ132百万円増加し

ました。これは主に、自己株式の追加取得等による減少42百万円、親会社株主に帰属する中間純利益の計上や配

当金の支払いの差引の結果による利益剰余金の増加178百万円によるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ157百

万円増加し、1,695百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、473百万円（前年同期は388百万円の獲得）となりました。これは主に、法人

税等の支払額134百万円、未払消費税等の減少12百万円の支出があったものの、税金等調整前中間純利益414百万

円の計上に加え、減価償却費111百万円、未払金の増加99百万円、のれん償却額42百万円、未収消費税等の減少35

百万円の収入があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、82百万円（前年同期は58百万円の支出）となりました。これは主に、無形固

定資産の取得による支出79百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、233百万円（前年同期は285百万円の支出）となりました。これは主に、配当

金の支払額102百万円、長期借入金の返済による支出85百万円、自己株式の取得による支出49百万円があったこと

によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。
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(5）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

(7）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,800,000

計 76,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 20,996,400 20,996,400
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。

単元株式数は100株でありま

す。

計 20,996,400 20,996,400 － －

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 20,996,400 － 395 － 353
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

板倉　広高 東京都世田谷区 11,731 57.84

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人）モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF.

LONDON E14 4AQ. U.K.

（東京都千代田区大手町1-9-7）

745 3.68

齊藤　慶介 神奈川県鎌倉市 673 3.32

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1-6-1 496 2.31

株式会社GranSfida 東京都世田谷区玉川田園調布1-7-5 306 1.51

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 300 1.48

竹内　基浩 広島県廿日市 300 1.48

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

（常任代理人）株式会社三菱UFJ銀

行

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内1-4-5)

227 1.12

山下　博 大阪府泉南市 174 0.86

青柳　宏美 愛知県名古屋市 174 0.86

計 － 15,126 74.46

（注）上記のほか、当社が所有している自己株式712千株があります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 712,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,277,500 202,775 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 6,300 － －

発行済株式総数  20,996,400 － －

総株主の議決権  － 202,775 －
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②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ディスラプター

ズ

東京都港区南青二丁

目５番17号
712,600 － 712,600 3.39

計 － 712,600 － 712,600 3.39

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人FRIQによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,538 1,695

売掛金 593 633

その他 99 116

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 2,226 2,442

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21 19

その他（純額） 10 9

有形固定資産合計 31 29

無形固定資産   

ソフトウエア 78 133

のれん 291 249

顧客関連資産 1,393 1,302

ソフトウエア仮勘定 31 44

無形固定資産合計 1,795 1,729

投資その他の資産   

投資有価証券 2 2

敷金 87 86

会員権 23 23

繰延税金資産 66 66

その他 4 4

投資その他の資産合計 183 182

固定資産合計 2,010 1,941

資産合計 4,237 4,384

負債の部   

流動負債   

買掛金 224 223

未払金 266 364

未払費用 44 45

契約負債 173 178

未払法人税等 129 130

未払消費税等 66 54

預り金 23 27

賞与引当金 1 5

１年内返済予定の長期借入金 170 168

その他 0 0

流動負債合計 1,099 1,199

固定負債   

長期借入金 434 350

繰延税金負債 14 12

固定負債合計 448 362

負債合計 1,547 1,561

純資産の部   

株主資本   

資本金 395 395

資本剰余金 317 314

利益剰余金 2,187 2,365

自己株式 △211 △253

株主資本合計 2,689 2,822

純資産合計 2,689 2,822

負債純資産合計 4,237 4,384
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上高 2,538 3,026

売上原価 897 1,016

売上総利益 1,640 2,009

販売費及び一般管理費 ※ 1,283 ※ 1,596

営業利益 357 413

営業外収益   

受取利息 0 1

為替差益 － 0

受取配当金 0 0

助成金収入 0 0

キャッシュバック収入 1 1

雑収入 1 1

営業外収益合計 3 4

営業外費用   

支払利息 2 2

為替差損 0 －

損害賠償金 3 －

雑支出 0 0

営業外費用合計 7 2

経常利益 354 414

税金等調整前中間純利益 354 414

法人税等 118 133

中間純利益 235 280

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 235 280
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

中間純利益 235 280

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

中間包括利益 235 280

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 235 280

非支配株主に係る中間包括利益 － －

 
 

EDINET提出書類

株式会社ディスラプターズ(E32795)

半期報告書

12/22



（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 354 414

減価償却費 103 111

のれん償却額 42 42

敷金償却額 0 0

受取利息 △0 △1

支払利息 2 2

売上債権の増減額（△は増加） △45 △40

仕入債務の増減額（△は減少） 22 △0

未払金の増減額（△は減少） 23 99

未収消費税等の増減額（△は増加） 4 35

未払消費税等の増減額（△は減少） △24 △12

その他 △15 △42

小計 469 608

利息及び配当金の受取額 0 1

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △78 △134

営業活動によるキャッシュ・フロー 388 473

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4 △2

無形固定資産の取得による支出 △54 △79

その他 △0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △58 △82

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △136 △85

配当金の支払額 △102 △102

自己株式の取得による支出 － △49

自己株式の処分による収入 － 3

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△46 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △285 △233

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 44 157

現金及び現金同等物の期首残高 1,067 1,538

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,111 ※ 1,695
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

広告宣伝費 661百万円 942百万円

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通り

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 1,111百万円 1,695百万円

現金及び現金同等物 1,111 1,695

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月15日
取締役会

普通株式 102 5.0 2025年３月31日 2025年６月12日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月17日
取締役会

普通株式 40 2.0 2025年９月30日 2025年12月12日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額は、創立20周年記念配当であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月15日
取締役会

普通株式 102 5.0 2026年３月31日 2026年６月11日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

    該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　　当社は、2026年８月14日開催の取締役会議に基づき、取得株式数300,000株、取得総額75,000,000円を上限

として、2026年８月17日から2026年10月30日の期間で東京証券取引所における市場買付けにより自己株式の取

得を進めております。

　　当中間連結会計期間において、自己株式202,700株を49百万円で取得し、自己株式16,000株（６百万円）を

処分した結果、当中間連結会計期間末の残高は、自己株式が253百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額（注
１）

中間連結損益計
算書計上額（注

２） 
マーケティング

事業
DX事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 1,957 580 2,538 － 2,538

セグメント間の内部
売上高又は振替高

7 22 30 △30 －

計 1,965 603 2,568 △30 2,538

セグメント利益 352 5 357 0 357

（注）１．セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
中間連結損益計
算書計上額（注

１） 
マーケティング

事業
DX事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 2,402 623 3,026 － 3,026

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 10 12 △12 －

計 2,404 634 3,038 △12 3,026

セグメント利益 360 52 413 － 413

（注）１．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
  

EDINET提出書類

株式会社ディスラプターズ(E32795)

半期報告書

16/22



（収益認識関係）

（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

　財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下の通りであります。

(単位：百万円)

 売上高

 

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

マーケティング事業 1,957 2,402

転職 1,075 1,294

アルバイト・派遣 417 513

不動産 463 594

その他 0 －

DX事業 580 623

マージナル 13 15

ContractS 244 290

Sales X 322 317

顧客との契約から生じる収益 2,538 3,026

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 2,538 3,026
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 11.51円 13.73円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 235 280

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益（百

万円）
235 280

普通株式の期中平均株式数（株） 20,470,441 20,448,133

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。
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２【その他】

(1）期末配当

2026年５月15日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………102百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年６月11日

（注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(2）中間配当

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 

 

2026年11月13日

株式会社ディスラプターズ
 

取締役会　御中

 

監査法人FRIQ

　東京都千代田区

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 三村　啓太

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田中　康毅

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディス

ラプターズの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディスラプターズ及び連結子会社の2026年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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